
380008 愛媛県
③県レベルの事業支
援団体の運営を支援

新たな森林管理システム推進事業
（森林管理支援センター運営事業）

23,706 23,706

市町等を支援する森林管理支
援センターの運営、市町連携
組織の設立支援、森林経営管
理制度推進指導。

①市町連携推進組織の設立　５団体
　（県内を５流域に分けて、５組織を設立）
　Ｒ３年５月時点において県内全域で設立済み
②アドバイザー等による市町支援　20市町
　県森林管理支援センターによる指導　４名（通年）
③市町等対象の研修会開催　２回（参加者100名）
④意向調査等の設計積算要領の作成・配布。

380008 愛媛県
②事業支援システム
の構築

新たな森林管理システム推進事業
（森林管理支援センター運営事業）

10,633 5,317 5,316
市町等の支援のため、ドロー
ンレーザ計測データを活用し
た支援システムを構築。

レーザ計測データ等による森林情報収集手法の普及及び収支判定システムをクラウド運用
①利用者数（ユーザーライセンス配布数）　67件
②アドバイザー等による市町支援　19市町
　県森林管理支援センターによる指導　４名（通年）
③市町等対象の研修会開催　１回（参加者50名）

380008 愛媛県
①市町村職員等の研
修

新たな森林管理システム推進事業
（新たな森林管理システム担い手育成事業
＿新たな森林管理システム運営者育成事業）

7,497 7,497

愛媛大学と連携し、森林経営
管理制度に関する講座「愛媛
大学農学部森林環境管理学リ
カレントプログラム」を開
講。

新たな森林管理システムに携わる市町等職員の育成
①講義数　26科目（57日間）
②受講者数17名（修了者数4名）

380008 愛媛県
⑥人材育成・担い手
対策支援

新たな森林管理システム推進事業
（新たな森林管理システム担い手育成事業
＿意欲と能力のある林業経営者育成事業）

4,475 4,475
造林保育作業班養成のための
技能習得研修の開催及び労働
環境整備の支援。

①技能（チェーンソー、刈払機、造林、労働安全）習得研修　１回（受講者30名）
②事業体の労働環境整備支援　12事業体（支援対象者34名）

380008 愛媛県
⑥人材育成・担い手
対策支援

新たな森林管理システム推進事業
（新たな森林管理システム担い手育成事業
＿新規参入者等労働力確保支援事業）

20,736 20,736

情報発信等による就業者の確
保、事業体の経営診断、生産
性向上のための指導、林業機
械のリース支援。

①生産性向上指導（現場作業システム改善）　12事業体
②経営診断　6事業体
③林業機械リース支援　9事業体
④林業就業情報発信（動画作成）2本

380008 愛媛県
②事業支援システム
の構築

新たな森林管理システム推進事業
（新たな森林管理システム森林情報整備事業）

125,784 62,912 62,872

意向調査等に必要な森林情報
を航空レーザ計測データや森
林ＧＩＳを活用して整備し市
町へ提供。

令和元年度に久万高原町から地形解析、森林資源解析が完了、３年度中に県下全域の解析が完
了予定。
①航空レーザ計測データ解析
　松山市他11市町　2,179ｋ㎡
②市町等向け説明会　5回(131名）

380008 愛媛県
➉ 基金積立（人材
育成等）

森林環境譲与税基金積立金 17,059 17,059 執行残額を基金に積立。

計 209,890 141,702 0 68,188

森林環境譲与税に関する決算(令和２年度)

(1)団体
コード

(2)都道府
県名

(3)事業区分 (4)事業名

(5)事業総額（千円）

(6)事業内容 (7)実績 (8)税導入の効果

(A)+(B)

(A)うち令和
２年度の森
林環境譲与
税（千円）

(B)うち基金取
崩額（千円）

(C)うち他
の財源

（千円）

【ワンフレーズ】
　本税活用により、森林経営管理制度の推
進体制整備では、県下５流域のうち５地区
で推進組織が設立され、市町連携推進体制
の整備がなされたほか、県下１９市町中１
４市町において意向調査に着手するととも
に、うち５市町においては経営管理権集積
計画の作成につながった。

【詳細】
　本県の市町には、林業専門職員がいない
ことから、市町職員のマンパワー不足や技
術的な知見の不足が懸念されている。
　そこで、本税を活用して、市町が連携し
て森林経営管理制度に取り組む組織の設立
を進めるとともに同制度の推進指導を行う
愛媛県森林管理支援センターを設置し、技
術職員による個別指導を行うことで適正な
制度の運用に取り組んだ。
　具体的には、県下全５流域のうち５流域
で推進組織設立が具体化した。
　また、リカレントプログラムについて
は、２６科目の講義を実施し、新たな森林
管理システムに携わる市町等職員の育成が
図られた。
　さらには、不足する造林保育作業に従事
する人材の育成に努めるとともに、就業者
の確保のため、事業体の経営指導やPR動画
等の作成を行った。
　支援システムの構築では、航空レーザ計
測データを活用した高度な森林情報は令和
３年度中に県下全域の解析が完了し、県下
全域へ情報提供の予定である。


